















































































































































































も、 「一事不再理の考え方がおよそ排除されると解すべきではない。 」とする。 いう も、 「申請拒否処分 不服であったにもかかわらず適法な争訟提起を なかった者が、争訟期間経過後に再度の申請に対する再度の拒否処分を得て争訟
（行政不服申立て、抗告訴訟等）
を提起し、当初の不服を改めて主張するという可能性を考えれば、同一




























求と請求者、労働者、災害を同じくす 請求をした事案である。裁判所は、不可争力が第一次処分 みに及ぶとしつつも、 「第一次請求に対して第一次処分がなされてこれに不可争力が生じたにもかかわらず、特段の事情もないのに第一次請求と請求者、労働者及び災害を同じくする請求を許容す は第一次処分に不可争力を認める現行






































































がある場合の肯 の余地を示唆する点では、両説とも共通する。 同一事案につき『再申請』が されたとき、新















































































可争力の意味内容につき 「出訴期間等の経過により行政行為の相手方がもはや当該 行為自体の効力を争いえなくなる効力」で、 「それ以上に、以後、当事者が当該行政行為によっ 定められた法律関係の内容に反する主張ができなくなるという効力」ではないと判示する。
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な効力を有するもの ない からしても 同法が一度申請 却下された後に改めて申請を行うこと」を認めないとは解しえないとして、当初却下処分に係る一事不再理の法理や実質的確定力を暗に否定した。他方で本判決 、行訴法の取消訴訟の出訴期間規定
（一四条）
が「行政処分の効力を早期に確定し、行政上の法律関係の安定をは
かっている趣旨に照らす 、却下され 申請と同一内容の申 をしたり、これに対する処分 ついて取消訴訟を提起することは申請権を濫用 るものとして許されない」とした。　
このように裁判所は、一般論として不可争力の趣旨を踏まえ再申請が申請権の濫用となりうるとしつつも、本件
の事実関係――当初申請から再申請までには三カ月が経過してい 添付書類 うち収支計算書 計算ミスを再




















































































にも、判例学説動向 通じて これらの効力を認める見解は少数にとどまる。したがっ 現段階で、再申請否定の「決め手」となるのは、不可争力・公定力の侵害ということになりそうである。







に説明されてきたかというと、 《そうでもないのではないか》というのが筆者の見立てである。その一例として、上の裁判例の整理でも指摘したように、当初申請拒否処分の不可争力侵害 有無をめぐっ 、どちらの説に立っても、曖昧な議論が展開されているこ が挙げられる。　
学説でも、例えば先の塩野氏の指摘する「出訴期間をおいたことの意味はなくなる。 」とは、具体的にはどんな









































































































































































































起せぬまま、その出訴期間を徒過した段階になって、改めて同一内容の再申請をすることが適法か否かという問題について考察してきた。この再申請問題をめぐっては、学説判例動向を全体的に捉えた場合、目下、否定説 肯定説とが伯仲している状況である。ただ どちらの説 せよ 衡平的見地ないし事情変更からの例外論があり、その限りで否定肯定両説は解釈論的に相対化してきてい　
もっとも両説とも、行政行為の特殊な効力論、とりわけ公定力や不可争力論との関係で、その論拠を十分に説明






ず、 「行政行為の遮断効」 、 りわけ効力覆滅遮断効が問題とならない。したが 再申請問題では、違法主張遮断





































































































1）二二九頁以下のほか、原田尚彦『行政法要論【全訂第七版［補訂二版］ 】 』 （学陽書房、二〇一二

















































































































田中二郎『行政行為論』 （有斐閣、一九五四年）一七三頁以下も参照）を振り返る必要 あろう。同裁判官は、それらの効力の根拠として、 「裁決・決定等が、当事者その他利害関係人の関与のもとに なわれる一定の争訟手続 基づいてなされた判断 表示であって、当事者その他利害関係人 信頼を保護し、法的安定を図る必要があることに基づき、そ 判断 表示に確定力を認め、法律の定めるところにより一定の期間内に一定 手続 よ 不服申立て又は訴訟を提起す ほか、もはや、これを争い得な ものとして確定し、これに拘束力を与えようとする趣旨にほかならない 」こと、さら もし「裁決・決定のな たときの客観的事情と全く同一 事情のもとに、裁決又は決定によって り消された処分と全く同じ処分を繰り返してす こ 」が「許される











関連して塩野宏『行政法Ⅱ［第五版補訂版］ 』 （有斐閣、二〇一三年） 【塩野『救済法』 】一八五頁等参照。
（
35）　
例えば最高裁判所事務総局編 行政事件訴訟十年史』 （法曹会、一九六一年）一四三頁以下では、 「出訴期間の制限は、その期















の行政過程は展開しないので、訴訟の目的は達している。その意味で、拘束力を問題とする余地はない。 」として、本文で挙げた先行行為に係る「後始末」問題に関し、拘束力（とくに不整合処分取消義務）問題として論ず こ に否定的である（先行行為が「一般処分」の場合を念頭に置き塩野説を支持する、南博方ほか編『条解行政事件訴訟法［第四版］ 』 （弘文堂、二〇一四年）六七九頁（興津征雄）も参照） 。しかし、先行行為が法的に有効なものとして残っている以上、その有効な先行行為に引き続いて、再び後行行為が繰り返されるおそれ ある ろうか（なお後行行為 判決の形成力によっては の是正が説明できないことにつき、南博方ほか編『条解行政事件訴訟法［第三版補正版］ 』 （弘文堂、二〇〇九年）五八五頁（東亜由美）参照） 。
　　
もちろんこの種の再度の後行行為は、別途、取消判決の拘束力（同一過誤の反復禁止効：行政庁は同一事情の下で同一理由に基




34）一九〇頁以下も参照） 、 「無効」なのかもしれない（東・本注五七九頁以下や興津・本注六七三頁参照） 。






















に関して、 「規律としての行政行為」と「措置として 行政行為」との区別を踏まえるなら、措置としての行政行為について違い（当初申請拒否処分と再申請拒否処分）があったしても、規律としての行政行為（相手方市民に許可を与 ないとの法律関係）の面で同一と評価できるのであれば、 （再）申請拒否処分取消判決の拘束力によって 当初）申請拒否処分の効力が覆滅されることになるとも議論できるかもしれない（関連して興津・前掲注（
38）六六六頁参照） 。ただし仮にこの区別論を受け容れるとして
も、当初申請案件 再申請案件はやはり別事件である以上、 「規律として 行政行為 としても異なると解すべき の議論 余地
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在しているというドグマーティッシュな前提と係わり合いがあるのかどうか改めて問題とされる」と指摘する。
 
（
51）　
人見剛「行政処分の公定力と刑事裁判に関する覚書」立教八〇号（二〇一〇年）四一頁以下等参照。
 
（
52）　
拙稿「処分性に係る仕組み解釈に関する一考察」洋法五三巻三号（二〇一 年）六一頁以下参照。
（
53）　
拙稿「処分性拡大判例における認識枠組み」洋法五六巻一号（二〇一二年） 頁以下参照。
 
（
54）　
なお、 「行政行為の公定力」と“行政行為を取消すという判決主文”とのリンクを分析する、森田寛二「行政行為の公定力論
に関する塩野教授の問題提起について（上） （下） 」自研七三巻一号、二号（一九九七年）も参照。
―たかぎ
　
ひでゆき・法学部准教授―
申請手続と遮断効〔髙木　英行〕
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